
愛知県アレルギー疾患医療連絡協議会設置要綱 

 

（目 的） 

第１ 「アレルギー疾患対策基本法」（平成２６年６月１３日法律第６７号）

及び関係法令等に基づき、本県のアレルギー疾患対策の推進を図るため、愛

知県アレルギー疾患医療連絡協議会（以下、「連絡協議会」という。）を設

置する。 

 

（協議事項） 

第２ 連絡協議会は、次の事項について協議する。 

（１）愛知県アレルギー疾患医療拠点病院（以下「拠点病院」という。）で実

施する調査、分析を参考に、地域におけるアレルギー疾患の実情を把握す

ること 

（２）拠点病院を中心とした診療連携体制の在り方を検討すること 

（３）情報提供（患者やその家族に対する定期的な講習会、地域住民に対する

啓発活動等）に係る施策を企画、立案すること 

（４）医療人材の育成（アレルギー疾患に携わる医療従事者の知識や技能の向

上に資する研修等）に対する拠点病院の関わり方を検討すること 

（５）福祉人材等の育成（保健師、栄養士や学校、児童福祉施設等の教職員等

への講習会等）に対する拠点病院の関わり方を検討すること 

（６）拠点病院の活動実績等を定期的に評価すること並びに拠点病院の選定及

び見直しに関すること 

（７）その他アレルギー疾患対策全般の施策に関すること 

 

（構 成） 

第３ 連絡協議会は、次の各号に掲げる者のうちから健康福祉部保健医療局長

（以下「局長」という。）が指名する委員をもって構成する。 

（１）拠点病院の関係者 

（２）保健医療福祉関係者 

（３）学識経験を有する者 

（４）アレルギー疾患医療を受ける立場にある患者や住民その他関係者 

（５）関係行政機関の職員 

２ 委員の人数は１７人以内とする。 

 

（任 期） 

第４ 委員の任期は２年とする。ただし、再任を妨げない。 

２ 委員が欠けた場合における補充委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

 

 

（会 長） 

第５ 連絡協議会に会長を置く。会長は委員の互選により選任する。 

２ 会長は、連絡協議会を代表し、会務を総理する。 

３ 会長に事故があるときは、あらかじめ会長が指名する委員がその職務を代

行する。 

 

（運 営） 

第６ 連絡協議会は、局長と協議の上、会長が招集する。 

２ 会長は、必要があると認めるときは、連絡協議会に委員以外の者の出席を

求め、意見を聴くことができる。 

 

（会議の公開） 

第７ 会議は原則公開とする。ただし、次の各号のいずれかに該当する場合で

あって、会議の議決により会議の一部又は全部を公開しない旨の決定をした

ときは、この限りではない。 

（１）愛知県情報公開条例（平成１２年３月２８日愛知県条例第１９号）第７

条に規定する不開示情報が含まれる事項に関して調査審議等を行う場合 

（２）会議を公開することにより、当該会議の適正な運営に著しい支障が生ず

ると認められる場合 

 

（庶 務） 

第８ 連絡協議会の庶務は、健康福祉部保健医療局健康対策課において処理す

る。なお、連絡協議会の事務局業務を委託した場合は、受託者において全部

又は一部を処理するものとする。 

 

（雑 則） 

第９ この要綱に定めるもののほか、連絡協議会の運営に関して必要な事項は、

局長が別に定める。 

 

附 則 

この要綱は、平成３０年１０月１日から施行する。 

参考資料４ 



 

H30.10.10
愛知県アレルギー疾患医療連絡協議会委員

区　　　　分 所　　　　属 職　名 氏　名

名古屋大学医学部附属病院 講師 若原　恵子

名古屋市立大学病院 教授 新実　彰男

愛知医科大学病院 講師 竹尾　友宏

藤田医科大学病院 教授 杉浦　一充

藤田医科大学ばんたね病院
総合アレルギー

センター長
堀口　高彦

あいち小児保健医療総合センター 副センター長 伊藤　浩明

愛知県医師会 理事 纐纈　雅明

愛知県病院協会 常務理事 長谷川 真司

愛知県薬剤師会 副会長 鈴木　弘子

愛知県栄養士会 会長 柵木　嘉和

愛知県看護協会 常務理事 大藤　文代

愛知県市町村保健師協議会 研修委員 福原　康代

愛知県社会福祉協議会保育部会 部会長 伊東　世光

学識経験を有する者
中京大学スポーツ科学部
（認定NPO法人ｱﾚﾙｷﾞｰ支援ﾈｯﾄﾜｰｸ理事長）

教授 坂本　龍雄

アレルギー疾患医療を
受ける立場にある患者
や住民その他関係者

東海アレルギー連絡会 事務局長 中西 里映子

愛知県教育委員会
保健体育スポーツ課健康学習室

室長 加藤　吾郎

愛知県健康福祉部 技監 吉田　宏

（順不同・敬称略）　　　

拠点病院の関係者

保健医療福祉関係者

関係行政機関の職員

計１７人

 


